
事業番号 206

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(      厚生労働省)

予算事業名 医薬品副作用等被害救済事務費等補助
事業開始
年度

昭和54年度～ 作成責任者

担当部局庁 医薬食品局 担当課室 総務課医薬品副作用被害対策室 室長　横幕　章人

会計区分 一般会計 上位政策 －

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

独立行政法人医薬品医療機器総合機構法
１５条第１項第１号、第２号

関係する計
画、通知等

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

・医薬品の副作用又は生物由来製品を介した感染等による健康被害の迅速な救済を図り、もって国民保健の向上に資
することを目的とする。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

①医薬品副作用被害救済事業（補助率１／２）
・昭和５５年５月１日以降に医薬品を適正に使用したにもかかわらず発生した副作用による疾病、障害及び死亡に対し
て、医療費、医療手当、障害年金、障害児養育年金、遺族年金、遺族一時金、葬祭料の給付を行う。

②生物由来製品感染等被害救済事業（補助率１／２）
・平成１６年４月１日以降に生物由来製品を適正に使用したにもかかわらず発生した感染等による疾病、障害及び死亡
に対して、医療費、医療手当、障害年金、障害児養育年金、遺族年金、遺族一時金、葬祭料の給付を行う。

実施状況

①医薬品副作用被害救済事業
・平成21年度の請求件数は、1,052件
・平成21年度の決定（支給・不支給等）件数は、990件

②生物由来製品感染等被害救済事業
・平成21年度の請求件数は、6件
・平成21年度の決定（支給・不支給等）件数は、10件

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度要求

予算額(補正後） 192 193 193 280 278

執行額 168 160 187

執行率 88% 83% 97%

総事業費(執行ベース) 336 320 318

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

・補助金の交付先である（独）医薬品医療機器総合機構からの実績報告書により、執行状況を確認している。

見直しの
余地

・本救済制度については給付に係る費用の全額を医薬品等の製造販売事業者からの拠出金で賄う一方、制度運用に
係る事務費の１／２について国庫補助を行っているが、本国庫補助については、国において医薬品等の承認等を行っ
ていることによる社会的責任を果たすための最小限のものであり、見直すことは困難である。
・業務の効率化等により、経費の削減が図られてきた。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

　一部改善（執行状況を予算要求に反映）

　医薬品副作用被害救済、生物由来製品感染症等被害救済に必要な経費であり、見直しの余地はほとんど無いが、管理費部分
については、効率化を行うべきである。

補
　
記



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

厚生労働省

１８７百万円

・補助金の支出

Ａ． (独) 医薬品医療機器総合機構

１５９百万円

①医薬品の副作用による健康被害を受けた者に対する救済給付の

支給等に関する業務

②生物由来製品の感染等による健康被害を受けた者に対する救済

給付の支給等に関する業務

【補助】（補助率１／２）



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

Ａ．　(独)　医薬品医療機器総合機構　 E.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

人件費 役員及び職員に対する給与等 129

事務費
業務運営に必要な消耗品費、印刷製本
費、通信運搬費等

30

計 159 計 0

B. F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0


